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②日本の動向：再生可能エネルギーの導入推移と2030年の導入目標

◼ 2012年7月のFIT制度（固定価格買取制度）開始により、再エネの導入は大幅に増加。特に、設置しやすい太
陽光発電は、2011年度0.4％から2021年度8.3％に増加。再エネ全体では、2011年度10.4%から2021年
度20.3%に拡大。

◼ 2030年度のエネルギーミックスにおいては、再エネ比率を36-38％としており、この実現に向けて、更なる再エネの
導入拡大を図る必要がある。

5

＜再エネ導入推移＞

2011年度 2021年度 2030年度ミックス

再エネの
電源構成比

発電電力量:億kWh
設備容量:GW

10.4%
（1,131億kWh）

20.3%
（2,093億kWh）

36-38%
（3,360-3,530億kWh）

太陽光 0.4% 8.3% 14-16%程度

48億kWh 861億kWh 1,290~1,460億kWh

風力 0.4% 0.9% 5%程度

47億kWh 94億kWh 510億kWh

水力 7.8% 7.5% 11%程度

849億kWh 776億kWh 980億kWh

地熱 0.2% 0.3% 1%程度

27億kWh 30億kWh 110億kWh

バイオマス 1.5% 3.2% 5%程度

159億kWh 332億kWh 470億kWh

※21年度数値は2021年度エネルギー需給実績(確報)より引用





（参考）面積あたりの各国太陽光設備容量 7

◼ 国土面積あたりの日本の太陽光導入容量は主要国の中で最大級。平地面積でみるとドイツの２倍。

日 独 英 中 仏 西 印 米
国土面積 38万km2 36万km2 24万km2 960万km2 54万km2 51万km2 329万km2 983万km2

平地面積※
(国土面積に占める割合)

13万km2
(34%)

24万km2
(68%)

21万km2
(87%)

740万km2
(77%)

37万km2
(68%)

32万km2
(63%)

257万km2
(78%)

674万km2
(68%)

太陽光の設備容量（GW） 66 59 14 308 15 15 52 118

太陽光の発電量（億kWh） 861 500 124 3,392 151 216 719 1,462

発電量（億kWh） 10,328 5,909 3,080 85,010 5,505 2,709 16,512 43,490

太陽光の総発電量
に占める比率

8.3% 8.5% 4.0% 4.0% 2.7% 8.0% 4.4% 3.4%

（出典）外務省HP（https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/index.html）、Global Forest Resources Assessment 2020（http://www.fao.org/3/ca9825en/CA9825EN.pdf）
IEA Renewables 2022、IEAデータベース、2021年度エネルギー需給実績(確報)、FIT認定量等より作成

※平地面積は、国土面積から、Global Forest Resources Assessment 2020の森林面積を差し引いて計算したもの。

【平地面積あたりの太陽光設備容量】【国土面積あたりの太陽光設備容量】（kW/㎢） （kW/㎢）
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11

◼ 民間調査機関が公表した事業用太陽光発電設備のCAPEXの見通しによれば、足下、低下スピードは鈍化する
ものの、引き続き低下傾向の見通し。

（参考）事業用太陽光発電設備のCAPEXの見通し

出典：BloombergNEF, 2023年8月21日, 3Q 2023 Global PV Market Outlook 
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（参考）2030年に向けた政策対応のポイント【再生可能エネルギー】 18

◼ 第6次エネルギー基本計画において掲げられたエネルギーミックス（再エネ比率36～38％）の実現に向けて、取
組の加速を図っていくことが重要。S+3Eを大前提に、再エネの主力電源化を徹底し、再エネに最優先の原則で取り
組み、国民負担の抑制と地域との共生を図りながら最大限の導入を促す。

【再生可能エネルギーを巡る足下の政策動向】

➢ 2023年２月10日に、「GX実現に向けた基本方針」が閣議決定され、GX（グリーン・トランスフォーメーショ
ン）を加速させることで、エネルギー安定供給と脱炭素分野で新たな需要・市場を創出し、日本経済の産業競
争力強化・経済成長につなげていく方針が示された。

➢ ４月４日に開催された「再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議」では、再生可能エネルギーの導入促進
に向けた取組を具体化して強力に進めるため、「GX実現に向けた基本方針」を踏まえた再生可能エネルギーの
導入拡大に向けた関係府省庁連携アクションプラン」がとりまとめられている。

➢ ５月12日には、 「GX実現に向けた基本方針」に基づき、革新的技術開発への「GX経済移行債」を活用した
先行投資支援等の措置を盛り込んだ「脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律（GX推
進法）」が成立した。

➢ 5月31日に、「GX実現に向けた基本方針」や本小委員会等での議論に基づき、事業規律の強化や系統整備
のための環境整備等の措置を盛り込んだ「脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確立を図るための電
気事業法等の一部を改正する法律（GX脱炭素電源法）」が成立した。

再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（第52回）（2023
年6月21日）事務局資料（抜粋）
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今年度の本委員会の主な論点（総論）（案） 30

⚫ 2050年カーボンニュートラルに向けた取組の加速

➢ 再エネについては、 2050年カーボンニュートラルや2030年度再エネ比率36～38％の導入目標の実現に
向けて、S＋3Eを大前提に、再エネの主力電源化を徹底し、再エネに最優先の原則で取り組み、国民負担
の抑制と地域との共生を図りながら最大限の導入を促していくことが基本方針。

➢ こうした状況の下、2023年５月31日には、「GX実現に向けた基本方針」や再エネ大量導入小委員会等で
の議論に基づき、系統整備のための環境整備や既存再エネの最大限の活用のための追加投資促進、事業
規律の強化等の措置を盛り込んだ「脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確立を図るための電気事
業法等の一部を改正する法律（GX脱炭素電源法）」が成立。

➢ 今年度の本委員会では、こうした点も踏まえつつ調達価格／基準価格や入札制度等について検討すべきでは
ないか。















10-50kW 50-100kW 100-250kW 250-500kW 500-750kW 750-1,000kW 1,000-2,000kW 2,000kW- 10kW-全体合計

2012年度
2013年度

2,415(116,500) 45(534) 380(2,405) 561(1,610) 403(716) 644(711) 1,784(1,153) 539(55) 6,770(123,684)

2014年度 3,580(146,457) 23(271) 261(1,554) 562(1,645) 463(844) 541(623) 1,938(1,301) 1,000(85) 8,368(152,780)

2015年度 2,922(109,820) 13(150) 238(1,427) 562(1,618) 429(776) 441(515) 2,290(1,546) 1,255(91) 8,149(115,943)

2016年度 1,935(68,864) 8(91) 142(839) 356(1,016) 266(478) 250(292) 1,342(898) 1,145(87) 5,444(72,565)

2017年度 1,492(50,581) 4(43) 96(566) 295(848) 182(323) 185(215) 1,049(680) 1,443(96) 4,745(53,352)

2018年度 1,523(52,454) 4(44) 82(472) 267(742) 143(247) 162(189) 882(573) 1,843(100) 4,906(54,821)

2019年度 1,530(46,924) 3(29) 77(430) 288(779) 139(233) 164(192) 742(481) 1,937(104) 4,878(49,172)

2020年度 1,273(31,054) 2(24) 71(393) 317(831) 120(202) 156(183) 787(507) 2,271(129) 4,997(33,323)

2021年度 838(18,931) 4(46) 84(428) 219(563) 80(133) 100(117) 445(290) 1,965(98) 3,734(20,606)

2022年度 527(12,091) 3(44) 116(584) 186(469) 49(81) 95(112) 372(234) 2,194(93) 3,544(13,708)

18,034(653,676) 108(1,276) 1,546(9,098) 3,613(10,121) 2,274(4,033) 2,738(3,149) 11,631(7,663) 15,592(938) 55,537(689,954)

10-50kW 50-100kW 100-250kW 250-500kW 500-750kW 750-1,000kW 1,000-2,000kW 2,000kW- 10kW-全体合計

2012年度 2,198(92,103) 46(557) 387(2,438) 674(1,900) 542(961) 973(1,077) 3,419(2,171) 6,253(368) 14,493(101,575)

2013年度 6,034(204,115) 27(308) 363(2,138) 989(2,826) 818(1,481) 910(1,057) 5,092(3,364) 8,514(460) 22,748(215,749)

2014年度 3,071(127,510) 16(180) 272(1,637) 567(1,632) 369(664) 321(379) 1,562(1,039) 3,052(179) 9,230(133,220)

2015年度 1,336(52,281) 4(46) 88(526) 218(636) 140(248) 99(117) 447(300) 444(26) 2,777(54,180)

2016年度 1,713(59,209) 2(28) 99(566) 313(888) 169(294) 160(192) 497(349) 1,010(50) 3,962(61,576)

2017年度 1,430(44,973) 2(24) 65(368) 235(642) 89(149) 112(133) 358(243) 39(4) 2,329(46,536)

2018年度 1,880(56,058) 3(40) 111(607) 450(1,216) 207(337) 216(256) 850(559) 196(6) 3,912(59,079)

2019年度 1,668(44,782) 2(18) 55(298) 469(1,117) 1(2) 15(17) 82(47) 105(4) 2,398(46,285)

2020年度 218(5,371) 5(62) 252(1,155) 50(111) 18(28) 48(54) 122(76) 145(8) 857(6,865)

2021年度 205(4,981) 3(35) 270(1,237) 64(151) 59(100) 74(86) 258(164) 121(7) 1,054(6,761)

2022年度 82(2,539) 3(37) 187(855) 10(24) 10(17) 28(31) 10(8) 101(3) 431(3,514)

19,836(693,922) 113(1,335) 2,148(11,825) 4,038(11,143) 2,422(4,281) 2,955(3,399) 12,698(8,320) 19,980(1,115) 64,190(735,340)

（参考）太陽光発電の年度別／規模別の認定／導入容量 37

◼ 2022年度の事業用太陽光発電の認定容量は約430MW。認定取得期限に達していない第14回・第15回の落札容量と合計すると、約
610MWとなることが見込まれる。また、2022年度には住宅用太陽光発電の認定・導入容量が1,000MWを超えた（対前年比の導入
量増加率：23%）。加えて、FIT/FIP制度外での推計導入量が500MW。

＜事業用太陽光発電の認定量：2023年３月末時点＞

単位：MW（件）＜事業用太陽光発電導入量：2023年３月末時点＞

（注）オレンジハイライトは入札対象区分。単位：MW（件）

※ 四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。















（参考）発電側課金の課金単価設定

• これまでの制度設計専門会合において、発電側課金の対象原価の算出方法や、発電側課金の
前提となる課金単価（kW・kWh）の設定方法を整理している。

第65回制度設計専門会合（2021年10月）
資料６－１
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